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2025 年 3 月 
独立行政法人国際協力機構 

  
コンピュータシステム運用等業務民間競争入札実施要項の変更 

及び契約の変更について 
  
１ コンピュータシステム運用等業務について 
独立行政法人国際協力機構（以下、「機構」という。）の業務全般で使用するコンピ

ュータシステムに関し、機構で共通に利用する基盤システムやハウジングサービスの

環境提供業務、それら環境を円滑に利用していくための運用業務の設計及びシステム

オペレーションのサービス利用支援業務、利用者向けヘルプデスクやシステム変更管

理・情報セキュリティ管理等の運用管理業務を対象とした統合的なコンピュータシス

テムの運用業務（以下、「本業務」という。）を安定的・効率的に実施するため、2023
年 11 月よりその業務を事業者に委託している。 
契約期間：2023 年 11 月～2029 年 5 月 

  
２ 実施要項・契約変更に至る経緯 
本業務の開始以降、機構の情報通信網や本部 LAN の更改を受けてネットワーク環境

に変更が生じたため、本業務で担う機構のネットワーク環境の切替えに伴う運用手順

の追加が必要となった。このため、当初仕様から変更する必要が生じ、実施要項の変

更及び契約変更をするものである。 
  
３ 実施要項変更・契約変更の主な内容 
（１）次期情報通信網更改に係る IT 基盤変更支援 
機構が 2024 年 2 月 22 日付けで締結した「JICA 情報通信網更改業務」契約により発

注者の国内・在外拠点に整備された情報通信網の更改に伴い、次期情報通信網のため

の通信機器を機構データセンタにおけるハウジングサービスに追加する。 
 
【追加請負内容】（P93/211 調達仕様書別添資料 01、P102/211 同別添資料 02） 
○ラックサービスの提供 
○付随サービスの提供（電源、ネットワーク環境、監視・障害対応）  
 

（２）本部（麹町、竹橋および市ヶ谷）無線 LAN 環境の運用に係る追加業務 
機構が 2023 年 10 月 13 日付けで締結した「本部 LAN 環境更改作業及び機器賃

貸借・保守業務」契約により本部ネットワーク環境の刷新を進めているが、上記契

約に基づく別業者による設計過程で、当初完全自動化を想定していた本部無線 LAN
運用の一部業務に対し手動対応が必要なことが判明し、これを追加する。 

  
【追加請負内容】(P162/211 調達仕様書 別添資料 05 業務仕様書(システム運用要件）） 
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○本部無線 LAN の証明書管理・運用業務 
○外部向けパスワードの管理・変更 

  
（３）契約金額の変更 
契約変更に伴う契約金額（増額）は、追加が必要となる業務内容や業務量を踏まえ

て目下機構が検討中。契約金額（増額）の妥当性は見積評価を実施し、慎重に判断

する。 
 
４ 資料添付漏れの経緯及び再発防止策 
 本業務の実施要項審議に関し、令和４年度に実施した小委員会及び令和５年度に実

施した本委員会において、下記資料の添付漏れがあったため、今回追加補正する。 
（１）添付漏れ資料 
 ○別紙３「業務フロー図」（「セルフモニタリング業務（セルフモニタリング）」を

除く）（P33-39/211） 
 ○調達仕様書 別添資料 01「業務系システム一覧（ハウジング対象）」のうち「ハ

ウジング対象一覧」（P93/211） 
 ○調達仕様書 別添資料 02「業務系システム構成（ハウジング対象）」（P95-101/211） 
 ○調達仕様書 別添資料 03「ネットワーク環境（本部ネットワーク構成図／運用

対象機器）のうち、竹橋ビルの運用対象機器（P109/211） 
 
（２）経緯 
 ○2022 年 11 月上旬：小委員会での審議に向け、機構より本業務の実施要項及び添

付資料（ドラフト）を事務局へ順次提出 
 ○2022 年 12 月 5 日：事務局より機構に対し調達仕様書別添資料が一部未提出で

あるとの事務連絡に対し機構より追って提出する旨回答したものの、別添資料

01～03 の一部が未提出のままだった。 
 ○2022 年 12 月 14 日：事務局にて提出ファイルを結合し小委員会資料を作成。そ

の際、別紙３フロー図は「セルフモニタリング業務（セルフモニタリング）」シ

ートのみを添付。当該資料について、機構も確認を行ったが、資料の添付漏れ

に気づかないままだった。 
 ○その後、本委員会の審議に向けた資料作成段階においても、小委員会時の資料を

参照したため、添付漏れに気づかないままだった。 
 
（３）再発防止策 
 ○セットされた資料は機構内で複数人で確認し、添付の不足があれば速やかに連絡

する。特に Excel ファイルについては、ファイル内でシートが複数ある場合が

あるため、すべてのシートが揃っているのかを確認する。 
 ○添付資料を一覧化し、提出・更新状況を機構・事務局双方で確認する。 
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５ 実施要項の訂正 
 本業務の実施要項に関し、令和４年度に実施した小委員会及び令和５年度に実施し

た本委員会において記載に誤りがあったため訂正する。 
【実施要項本紙】 
（１） 「(5) 法令変更による増加費用及び損害の負担 ア」にある「～税制度の新」

を「～税制度の新設・変更（税率の変更含む）」に訂正する。（P8/211） 
（２） 「(5)法人として財務状況に特に問題がないと判断させること。」を「(5)法人

として財務状況に特に問題がないと判断されること。」に訂正する。（P9/211） 
（３） 「３）共同企業体、再委託について ア．共同企業体」にある「上記（１）

及び（２）の競争参加資格要件」を「上記１）及び２）の競争参加資格要件」に

訂正する。（P11/211） 
（４） 「(18)入札書の無効」の項目が抜けていたため追加補正する。（P17/211） 
（５） 「(4)落札者と宣言された者の失格」にて項目番号の参照に誤りがあったため、

「上述の９．に基づき」は「上述の５．(12)3）」に、「１３．に基づき」は「５．

(18)に基づき」に訂正する。（P18/211） 
（６） 「(7)契約書の作成及び締結」にある「８．入札説明書に対する質問」は「５．

(10)入札説明書に対する質問」に訂正する。（P19/211） 
（７） 「(ｲ)当機構は、利用者満足度調査（アンケート等を通じた各種クレーム～」

を「(ｲ)当機構は、利用者満足度調査（アンケート等）を通じた各種クレーム～」

に訂正する。（P21/211） 
（８） 「ク 契約の解除」にある「以下(ｱ)~(ｽ)」を「以下(ｱ)～(ｽ)」に、「（下記ク．

談合当不正行為の場合を除く。）」を「（下記ケ 談合当不正行為の場合を除く。）」

に、「(ｽ)民間事業者が上記 8-4-14．談合等不正行為」を「(ｽ)民間事業者が下記

ケ 談合等不正行為」にそれぞれ訂正する。（P23-24/211） 
（９） 実施要項全体を通して、である調とですます調の表現が混在していたため、

である調に統一する。 
【調達仕様書】 
（１０） 「(2)サービス範囲」にある「ネットワークサービス」の提供期間を、「更

改後から、2025 年 3 月末まで」より「更改後から、2025 年 9 月末まで」に訂正

する。（P66/211） 
 
６ 今後のスケジュールについて 
 令和７年５月 変更契約 
 変更契約締結後履行開始 

以 上 


